
まち・ひと・しごと創生総合戦略 - - 
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Ⅰ．基本的な考え方 

１．人口減少と地域経済縮小の克服 
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①「東京一極集中」の是正、 

②若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現、 

③地域の特性に即した地域課題の解決 

２．まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立  
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Ⅱ．政策の企画・実行に当たっての基本方針 

１．従来の政策の検証 
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かすみがうら市まち・ひと・しごと創生の取り組みについて 

 

１ 「かすみがうら市人口ビジョン」及び「かすみがうら市総合戦略」の策定 

＊地方創生法：平成26年11月28日施行（創生本部・総合戦略に関する規定は、平成26年12月2日施行）

かすみがうら市

●長期ビジョン（平成26年12月27日閣議決定）

2060年に1億人程度の人口を確保する中長期展望を提示

●総合戦略（平成26年12月27日閣議決定）

2015～2019年度(5か年)の政策目標・施策を策定
（まち・ひと・しごと創生法第8条）

●長期ビジョン（平成27年12月策定予定）
各地域の人口動向や将来人口推計の分析や中長期の将来展望を提示

●総合戦略（平成27年12月策定予定）
各地域の人口動向や産業実態等を踏まえ、

2015～2019年度(5か年)の政策目標・施策を策定
（まち・ひと・しごと創生法第10条）

国 茨城県

●長期ビジョン（平成27年10月策定予定）
各地域の人口動向や将来人口推計の分析や中長期の将来展望を提示

●総合戦略（平成27年10月策定予定）
各地域の人口動向や産業実態等を踏まえ、

2015～2019年度(5か年)の政策目標・施策を策定
（まち・ひと・しごと創生法第9条）

勘案

勘案

勘案
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かすみがうら市 

まち・ひと・しごと創生 

有識者会議 

（民間・有識者等） 

市  民 

市 議 会 

各部局・市職員 
専門部会 

（課長級以下職員） 

コンサルタント 

(支援業務） 

かすみがうら市まち・ひと・しごと創生

総合戦略推進本部 

（市長・副市長・教育長・部長級職員） 

２ かすみがうら市まち・ひと・しごと総合戦略等策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口ビジョン・総合戦略提示 意見具申・助言 

協議 

調査結果 調査検討指示 

連携 

連携 

住民意識・希望調査 

意見聴取 

協議 

施策の検討 
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３ 地域住民生活等緊急支援のための交付金に係る事業について 

  エネルギー価格の高止まりなど物価動向や消費に関する地域の実情に配慮しつつ、地域消費喚起など景気の脆弱な部分にスピード感

を持って的を絞って対応すること、さらには「しごとづくり」など地方が直面する構造的な課題への取り組みを通じて地方の活性化を

促すため創設された交付金 

 

 (1) 地域消費喚起・生活支援型 

  ① 目的 地方公共団体が実施する、地域における消費喚起策やこれに直接効果を有する生活支援策ついて国が支援するもの 

  ② 交付限度額 66,674千円 

  ③ 実施事業 プレミアム付き商品券事業（域内消費喚起） 

 (2) 地方創生先行型 

  ① 目的 地方公共団体による地方版総合戦略の早期かつ有効な策定と、これに関する優良施策等の実施に対し国が支援するもの 

  ② 交付限度額 44,644千円 

  ③ 実施事業 

   ・かすみがうら市人口ビジョン・総合戦略策定、有識者会議運営等（新規） 13,195千円 

   ・移住支援事業費補助金（新規） 1,000千円 

    ＊空き家バンク制度を利用して定住した方が、リフォームする場合の経費に対する助成として20 万円を限度に交付 

・企業立地促進助成金 29,206千円 

  ＊条例に基づき、設備投資額の 5% 及び新規雇用従業員一人当たり 30万円の交付をはじめ、企業誘致を積極的に進めるにあた

りPRツールの充実を図る。 

・地域資源活用サイクリングプログラム等開発事業（新規） 9,936千円 

  ＊交流人口の拡大と地域産品の拡大等を目的にサイクリングを活用しながら新しいプログラムを開発 
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４ 施策アイデア募集について 

 (1) 市職員・各部局 

① 募集期間…4/30(木)～5/22(金) 

  ② 提案状況…204件 

 (2) 市民 

  ① 募集期間…6/3(水)～7/15(水)（6週間） 

  ② 募集周知…市広報お知らせ版（6/3発行）／市広報6月号（6/20発行）／市ＨＰ（6/3掲示） 

  ③ 応募方法…応募用紙提出・電子メール・電子申請 

５ 市民意識調査等（予定） 

 (1) 住民意識・希望調査（結婚・出産・子育て、移住等） 

  ① 調査方法…アンケート調査 

② 調査内容…結婚の状況と意識、子育て環境、今後の意向、その他【出産後の就業意向（希望職種・勤務形態等）、定住意向等】 

 (2) 若者世代の意識・希望調査 

  ① 調査方法…アンケート調査 

  ② 調査内容…結婚・出産の意識、進学・就職希望、その他（定住意向・定住条件・市のイメージ等） 

 (3) 転出者・転入者の実態調査 

  ① 調査方法…窓口アンケート 

  ② 調査内容…転入者（市の居住経験・転入の理由・生活情報の入手方法・転入後の生活への期待等） 

        …転出者（転出の理由・市での生活の満足点・市での生活の不満点・転出前後の住宅所有関係等） 

 (4) 民間団体等へのアンケート調査及びヒアリング調査 

  ① 調査方法…アンケート調査及び個別ヒアリング 

  ② 調査内容…アンケート（雇用・労働環境、団体等活動の実態・展望、事業活動の現状・課題・今後の展望等） 

        …ヒアリング（個別ヒアリングで詳細調査） 
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1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

有識者会議 ○ ○ ○ ○ ○

意見具申・助言 ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○　○ ○ ○　○ ○ ○ ○

策定

○ ○○○ ○○○ ○○ ○○ ○○ ○ ○ ○

要否協議 ○

意見公募予告
広報紙・市ＨＰ等掲載

○

意見募集

庁議 ○

パブリック・コメント

施策アイデア提案募集(市民)

アンケート・ヒアリング実施(市民・企業・団体等)

有識者会議

「まち・ひと・しごと創生」
総合戦略本部

本部会議

専門部会

施策アイデア提案募集(庁内)

年度

平成26年度 平成27年度

H27 Ｈ28

認識共有・アイデア整理 施策検討 素案検討 案 事業実施整理等

実施・分析

６ 主なスケジュール（予定） 
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かすみがうら市の人口の状況 

（１）人口の現状 

①人口の推移 

・かすみがうら市の人口は平成7年まで増加していましたが、それ以降は人口減少に転じ、平

成22年の国勢調査では43,553人（平成7年人口の96.2％）となっています。 

・霞ヶ浦地区では人口減少傾向（平成22年人口は平成7年人口の87.8％）が著しく、千代

田地域ではほぼ横ばい（平成22年人口は平成7年人口の102.3％）です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 

 

・小地域別に人口増

減（平成１７年か

ら平成２２年）を

みると、多くの地

域で人口減少が進

んでいることがわ

かります。 

・その中でも千代田

地区（神立駅や国

道６号周辺）にお

いて人口が増加し

ている地域が多い

と言えます。 

 

  

出典：国勢調査 

（H17・H22） 
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②年齢3区分人口の推移 

・平成7年（人口ピーク時）に老年人口は6,618人（14.6％）であったが、平成22年には

10,023人（23.1％）に増加しています。一方、平成7年から平成22年にかけ生産年齢

人口は3,590人、年少人口は1,646人減少しています。 

・特に旧霞ケ浦町区域における少子高齢化が顕著です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 

③年齢別（５歳階級）人口の推移 

・20歳前後の人口が大きく減少しています。特に霞ヶ浦地区の女性の減少が顕著です。 

・10歳代後半から 20歳代前半にかけて年を重ね人口が減少しています。これは、学生など

による進学、就職などによる流出が考えられます。これに伴い、子どもの数も減少している

といえます。 

・65歳以上の人口の経年変化が大きく、特に霞ヶ浦地区の人口減少が顕著です。 
 

■霞ヶ浦地区における人口推移      ■千代田地区における人口推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000
（人）

H7 H12 H17 H22

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000
（人）

H7 H12 H17 H22

0

200

400

600

800

1000

1200

1400
（人）

H7 H12 H17 H22

0

200

400

600

800

1000

1200

1400
（人）

H7 H12 H17 H22

男性 

女性 

男性 

女性 

出典：国勢調査 



第１回有識者会議 
資料１１ 

平成27年6月17日 

 

 3 / 7 

④男女別１歳階級別変化率の平均（H22～H26） 

・１歳階級別の変化率をみると、20～40歳の人口が減少しており、特に女性の転出が目立ちます。

それに伴い、出生数の減少にもつながっています。 

・一方、60～70歳の人口増加が見受けられます。これは、退職後の Uターンなど移動が起こっ

ていると推測されます。 
 

図 男女別１歳階級別変化率の平均（H22～H26） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：茨城県常住人口調査 
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⑤転入・転出人口の状況 
■転出・転入、死亡・出生の状況 

・転出数は減少傾向にありますが、それ以上に転入数が減少傾向にあるため、社会減も発生し

ています。 

・死亡者数の増加、出生数の減少により自然減が顕著になってきています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」、総務省「住

民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」 
注記：総人口のデータは、2010年までは「国勢調査」のデータに基づく実績値、2015年以降は「国

立社会保障・人口問題研究所」のデータに基づく推計値。総人口については、年齢不詳は除いて
いる。 

  

死亡数が増加、出生数が減

少の自然減 

転出数が減少傾向、転入数

はさらに減少の社会減 

転出・転入、死亡・出生の状況 
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■転出先・転入元の状況 

・本市の転出入状況（茨城県内）をみると、転入者数、転出者数ともに土浦市が最も多くなっ

ています。つくば市は、転入者数は少ないものの、転出者数では土浦市に次いで多くなって

います。また、石岡市は、転入者数は2番目に多くなっており、転出者数は3番目に多くな

っています。 

・転出入の差引をみると、小美玉市、ひたちなか市、笠間市の順に転入者数が多いが、転出者

数はつくば市、土浦市、牛久市の順に多くなっています。 

・県内の地域別にみると、本市が位置する県南地域が転入・転出者数ともに最も多くなってお

り、本市への転出者数が転入者数を大きく上回っています。また、県南地域を除く他地域に

おいては、本市への転入者数が転出者数を上回っている状況となっています。 

 
【本市への転入者数上位10自治体における転入・転出状況（H25）】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【県内における本市への転入・転出状況（H25）】   

 
 
 
 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：住民基本台帳人口移動報告（総務省統計局） 

  

転入 転出 転出入差引

総計 869 1,101 ▲ 232
　　　土浦市 319 402 ▲ 83
　　　石岡市 106 134 ▲ 28
　　　小美玉市 69 52 17
　　　つくば市 48 140 ▲ 92
　　　水戸市 37 49 ▲ 12
　　　日立市 30 29 1
　　　笠間市 28 20 8
　　　ひたちなか市 26 16 10
　　　行方市 21 14 7
　　　牛久市 19 50 ▲ 31
　・県内他市町村計 166 195 ▲ 29
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52 
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49 
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県南地域 

県西地域 

県央地域 

66 

86 

133 

153 

41 

31 

542 
832 

42 

39 
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（２）人口の推計 

①人口の推移 

・平成12年以降減少傾向が続き、平成５２年には人口が33,095人（平成22年の76.0％） 

となると推計されています。 

・平成37年までは老年人口は増加していますが、それ以降は減少に転じます。一方、生産年

齢人口、年少人口は減少を続け、平成22年からそれぞれ9,972人、2,4５4人が減少する

と推計されています。 

図 人口・世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国立社会保障・人口問題研究所 

②年齢５歳階級別人口の推移 

・子どもを生み育てる世代（20～40歳）が減少し、その影響で子どもも減少しています。 

・団塊世代や団塊ジュニア世代は年を重ねるたびに減少が続くため、人口減少が加速化してい

くことが推計されます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：国立社会保障・人口問題研究所 
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【参考】国、茨城県、かすみがうら市の人口推移と将来推計 

・かすみがうら市の人口推移は、ほぼ茨城県と同様の傾向を示し、国の推移より速いスピード

で減少することが推計されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：国勢調査結果（総務省統計局） 

注記：２０１０（平成２７年）以降は、国立社会保障・人口問題研究所（平成２５年３月推計）の推計値。 

留意点：当市との人口変化の傾向をとらえるため、全国の人口は1/2000、茨城県は1/50の数値としている。

 

 

 

 


